






















雑誌を含むマルティメディア関連費用等）は約 21 兆円 2）と言われている．これに対し，日本では
権利保有団体であるプロ野球と J リーグを合わせて約 1,500 億円，大学・企業スポーツを含むアマ
チュアからの収入を加えても 2,000 億円を下ると推定される 3）．更に，早稲田大学スポーツビジネ
ス研究所の調査によれば，スポーツ用品，スポーツサービス，スポーツ情報，スポーツツーリズム
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体育費や社会体育費などの政府公共支出，民間最終消費支出，個人消費支出に占めるスポーツ支出
額（Gross Domestic Sport Expenditure: GDSE）は，最小値で約 6.2 兆円，スポーツ関連業に従事す
る人々の総所得（Gross Domestic Sport Income: GDSI）は，最小値で約 3.1 兆円になる 4）．アメリカ






















「J リーグ」という名称が発表されたのは 1991 年 7 月である．同年 11 月に「社団法人日本プロサッ
カーリーグ」が設立され，1993 年 5 月に J リーグが開幕した（図 1 を参照のこと）．当初 10 チー
ムだった加盟団体は，94 年に 2，95 年に 2，96 年に 2，97 年 1，98 年 1 団体と 18 チームに増え，
4） 早稲田大学総合研究機構　スポーツビジネス研究所（2003）「スポーツメディア産業の経済規模」スポー
ツ産業学会第 12 回大会号，pp. 55–56.
5） 大坪正則（2005）杉山茂，岡崎満義，上柿和生編 p. 19.
6） 杉山茂「スポーツマネジメントを日本は無用で過ごした」（2005）杉山茂，岡崎満義，上柿和生編 p. 9.
尾崎弘之・大木裕子：J リーグの経営の研究 69




J2 に 10 クラブ（コンサドーレ札幌，ベガルタ仙台，モンテディオ山形，大宮アルディージャ，FC
東京，川崎フロンターレ，ヴァンフォーレ甲府，アルビレックス新潟，サガン鳥栖，大分トリニー
タ）の 2 部制とした．その後も新規参入チームが続き，2006 年 7 月現在で J1 は 18 クラブ，J2 は
13 クラブと 31 クラブの加盟がある（表 1 を参照のこと）．
J リーグの加盟クラブは，企業との関係を絶ち切り，ホームタウンとの地域密着を打ち出した．
1998 年ワールドカップへの初出場，2002 年ワールドカップ日韓開催などが後押しとなって，メディ
アの注目が集まり，急激にファン層の拡大を図ってきた．総観客数は J1，J2 を合わせ約 625 万人
と発表されている 7）．チケットは J1 で最高価格 7,000 円（鹿島アントラーズ）から最低価格 2,000
円（セレッソ大阪），小中学生には最低 500 円からの価格が設定されている．地方都市の J2 クラブ
では 3,000 円～ 1,500 円程度と，価格が低めに決められている．ホームスタジアムは，72,370 人を
http://www.j-league.or.jp/aboutj/soshiki/ichi.html
図 1　J リーグの位置付け
7） 大住良之「なぜサッカーだけにカネが集まるのか」（2005）杉山茂，岡崎満義，上柿和生編 p. 74.

































































































































































収容する日産スタジアムを筆頭に，5 つのスタジアムが 5 万人以上を収容する．全体としては 2 万
人程度の収容人員を確保するスタジアムが多い．
J1 と J2 の入れ替えについては，2006 年の場合「J1 における年間順位 17 ～ 18 位のクラブは，
J2 に降格」「J2 における年間順位 1 ～ 2 位のクラブは，J1 に昇格」が行われる．また J1 における
年間順位 16 位のクラブと同 J2 における 3 位のクラブが入れ替え戦を実施し，12 月に行われる入
























































































































出典：J リーグ HP 資料より作成





2004 年度の J1 の 1 クラブ当りの平均営業収入は 29 億 5,600 万円（前年比 7.3％増），J2 は 10 億
7 千万円（同 9.4％増）であった．1 クラブ当りの入場料収入は J1：621 百万円（前年度比 9.5％増），
J2：205 百万円（同 5.1％増），同じく広告料収入は J1：1,259 百万円（同 1.3％増），J2：452 百万
円（同 10.5％増），J リーグ配分金は J1：383 百万円（同 4.9％増），J2：187 百万円（25.5％増）であっ
た（図 2 参照）．この主要項目の増収傾向を受けて，利益の良化傾向も続いており，28 クラブ中 26
クラブが黒字となり，J 2 クラブでは経常利益段階の赤字クラブはなくなった．
2004 年度実績で，売上高ビック 5 は浦和，柏，横浜 FM，磐田，名古屋である．J1 では 30 億円
以上 8，20 億円以上 30 億円未満 6，10 億円以上 20 億円未満 2 クラブ，J2 では 20 億円以上 30 億
円未満 1，10 億円以上 20 億円未満 5，10 億円未満 6 クラブである．
J リーグでは，（財）日本サッカー協会に対して入場料収入の 3％を納めることになっている．日






J リーグの収支の内訳は表 2 に示すとおりである．収入の中では放送権料の金額が増加傾向にあ
るが，全体としては 2002 年以降ほぼ横ばいで，商品化権に関する収入は 2003 年の 7.39 億円をピー
クに減少していることがわかる．支出では，管理費が増加傾向にあり，クラブへの配分が減少して
いることが特徴である．
図 3 は 1 クラブあたりの入場料収入と選手等人件費の推移を表したものである．プロリーグの場
合には，収入の 6 割近くが選手に年俸の形で還元され，残りの 4 割がリーグや球団の維持・管理，
旅費・食事・宿泊等選手に関わる経費，球場への支払に費やされ，更に残った金額が球団に利益と




8） 大住良之（2005）杉山茂，岡崎満義，上柿和生編 p. 76.


























92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06
収入
入会金・会費 0 634 690 706 727 771 870 980 880 940 940 940 980 1040 980
放送権料 70 1,093 2,190 2,214 1,207 2,056 2,189 2,386 2,221 2,461 4,815 4,818 4,978 4,905 4,902
協賛金 157 2,310 2,961 3,799 4,681 4,106 4,032 3,281 4,018 3,876 3,521 3,902 4,281 4,005 4,428
商品化権料 380 3,601 3,588 2,099 934 473 234 277 237 593 697 739 682 668 538
J リーグ主管
試合入場料
242 1,129 457 691 474 272 327 249 200 262 505 326 300 297 538
その他 94 124 136 767 278 338 342 373 454 388 670 729 568 803 500




533 6,147 7,647 7,364 5,385 5,128 4,778 4,362 4,623 5,212 7,223 7,667 7,680 6,959 5,815
その他 599 2,258 1,860 1,971 1,910 1,693 1,918 2,057 2,208 2,057 2,618 2,255 2,378 2,526 3,938
管理費 195 319 401 1,120 1,002 1,169 1,277 1,116 1,156 1,234 1,279 1,393 1,424 1,601 1,702
その他 5 110 175 ▲105 40 3 11 22 17 15 29 138 44 538 375
支出合計 1,332 8,834 10,083 10,350 8,338 7,993 7,986 7,557 8,005 8,518 11,148 11,453 11,527 11,624 11,829































J リーグには企業と NPO の中間的な経営が求められることになる．利益を追求するエクスターナ























The theme of this research is management of J League compared to business management. 
Management of sports organization tends not to emphasize management effectiveness because of its 
public interests. However, in order to survive, sports organization also has to understand management 
effectiveness how to satisfy benchmarks such as product development, quality control, marketing, 
distribution, and client service. By satisfying them, sports organization will be able to create win-win 
relationship with its clients. J League can be a key player in a global business market by understanding 
management effectiveness as well as its own public interests such as promoting foot ball in a local area.
